
まちづくり達成状況報告書（総括表）

総合計画上の位置付け

主要事業と関連部署

目標

令和2年度の取組状況への意見

目標の達成状況 💛 💛 ♡

施　　策　　の　　方　　向

企業誘致促進

優遇制度の整備

行 政 改 革 懇 談 会 （ 市 民 ） か ら の 意 見

専門部署を立ち上げたことは大いに評価できる。企業側は行政にスピード感ある対
応を求めている。新産業団地整備についても，速やかに取り組んでいただきたい。

企業誘致や雇用・就労環境
に対する市民満足度

2017年実施の市民意識調査による「満
足」，「やや満足」の割合

後期基本計画策定のための市民意識調査による「満足」，「や
や満足」の割合の5％上昇を目指す。

6.7％ 11.7％

指　　標　　名 指　標　の　考　え　方 方　　向　　性 2017年 2022年

商工観光課企業立地の奨励と雇用拡大

部　　署　　名

地域拠点整備課新産業団地の創出

事　　業　　名

企業誘致
施策の
大綱

産業の振興
施策の
目的

雇用を高め，賑わいをもたらす商工業・観光を振興
する

施　策



まちづくり達成状況報告書（事業別表）

事業の説明 総合計画上の位置付け

【Do】これまでの実績と現在の取組み 【Check】令和2年度実績の評価と分析 【Action】今後に向けた改善点

【Plan】今後の計画

－当初の成果目標

成　果　目　標

33.3成　果　目　標

当初の成果目標

成　果　実　績

%

%

－

16.7

令 和 2 年 度
決　算　額 －

前年度に実施した調査・基本計画の成果をもとに，官
民連携による推進，庁内体制構築等，事業化に向けた
方向性の検討を実施した。

令 和 元 年 度
決　算　額 6,930千円

成　果　指　標

単　　位 %

新産業団地整備の進捗状況
（事業認可手続き完了まで）

実　施　内　容　と　改　善　点

8款 4項 1目 8事業

一般会計

分　析

施策の方向

産業の振興

雇用を高め，賑わいをもたらす商工業・観光を振興する

企業誘致

企業誘致促進

10,000千円

新産業団地の創出

新たな産業団地を創出し，企業
立地を受け入れるための基盤の
充実を図る。

%

地域拠点整備課

方　　針

今　後　の　成　果　目　標

令 和 5 年 度

%

令 和 6 年 度

評　価

前年度成果を踏まえ，事業化へ向けた課題や方向
性の整理・検討や関連する各部署との情報共有，
庁内体制構築の働きかけを行い，新産業団地創出
の早期実現に向け，専属部署（係）を立ち上げ
た。

事業名 施策の大綱

担　当
事業の
目的

施策の目標

予算
科目

施　　　策

実　施　内　容　と　改　善　点 専属部署（係）を立ち上げたことでスピード感
を持った事業検討が可能となった。企業ニーズ
を逃さず，早期での新産業団地整備を実現する
ため，事業化適地や事業手法等を決定したうえ
で，地権者合意形成や事業化に向けた各種調査
等を行っていく必要がある。

新産業団地の整備にあたり，優先すべき事業化適地や最も
有効な事業手法，民間力活用等を決定する。その判断根拠
として，進出企業のニーズ調査や民間開発事業者への事業
参画意向調査，事業化により生じる経済波及効果の検証等
を行う。

%

令 和 3 年 度
予　算　額

0千円うち 特定財源

うち 特定財源 －

%

うち 特定財源 0千円

成　果　実　績 16.7 %

実　施　内　容

%

令 和 4 年 度
予　算　額

うち 特定財源

NEXT CYCLE



まちづくり達成状況報告書（事業別表）

事業の説明 総合計画上の位置付け

【Do】これまでの実績と現在の取組み 【Check】令和2年度実績の評価と分析 【Action】今後に向けた改善点

【Plan】今後の計画

－当初の成果目標

成　果　目　標

5成　果　目　標

当初の成果目標

成　果　実　績

件

件

－

－

令 和 2 年 度
決　算　額 －

令和3年度より予算執行のため実績なし

令 和 元 年 度
決　算　額 －

成　果　指　標

単　　位 件

利用件数実　施　内　容　と　改　善　点

7款 1項 2目 3事業

一般会計

分　析

施策の方向

産業の振興

雇用を高め，賑わいをもたらす商工業・観光を振興する

企業誘致

優遇制度の整備

9,786千円

企業立地の奨励と雇用拡大

事業所を新設・増設する事業者
に対し，奨励措置を講じること
により，企業立地および雇用拡
大を図る。

件

商工観光課

方　　針 　

今　後　の　成　果　目　標

令 和 5 年 度

件

令 和 6 年 度

評　価

令和3年度より予算執行のため実績なし

事業名 施策の大綱

担　当
事業の
目的

施策の目標

予算
科目

施　　　策

実　施　内　容　と　改　善　点 令和3年度より予算執行のため実績なし

事業所の新設・増設に伴い，課される固定資産税相当額を
1年度につき２０００万円を上限に３年間交付。また，そ
の際，一定の要件を満たす者を雇用した事業者に対し，雇
用１人につき１０万円もしくは１５万円を交付する。

件

令 和 3 年 度
予　算　額

0千円うち 特定財源

うち 特定財源 －

件

うち 特定財源 －

成　果　実　績 － 件

実　施　内　容

件

令 和 4 年 度
予　算　額

うち 特定財源

NEXT CYCLE


